
行使期限

第42期
定 時 株 主 総 会

招集ご通知
2024年 7月1日〜2025年 6月30日

● 今後の状況により株主総会の運営に大きな
変更が生じる場合は当社ウェブサイトにて
お知らせいたします。
https://www.iwi.co.jp/ir/stock/general_meeting.html

● 株主総会におけるお土産のご用意はござい
ません。

証券コード：4847

■日 時 2025年９月24日（水曜日）
午前10時
（受付開始 午前９時）

■場 所 東京都江東区東陽六丁目３番３号
ホテルイースト21東京
１階「イースト21ホール」

■決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件

株式会社インテリジェントウェイブ

インターネット又は郵送による
議決権行使期限

2025年９月22日（月曜日）
午後６時まで
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証券コード4847
2025年９月３日

（電子提供措置の開始日2025年９月２日）
株 主 各 位

東京都中央区新川一丁目21番２号
株式会社インテリジェント ウェイブ
代表取締役社長 川 上 晃 司

第42期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第42期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の以下当社ウェブ

サイトに「第42期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
〈当社ウェブサイト〉
https://www.iwi.co.jp/ir/stock/general_meeting.html

また、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりま
すので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、「銘柄名（会
社名）」に「インテリジェント ウェイブ」又は「コード」に「4847」（半角）を入力・検索し、
「基本情報」「縦覧書類/PR情報」の順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主
総会資料」欄よりご確認ください。
〈東京証券取引所ウェブサイト〉
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

本株主総会につきましては、当日ご出席に代えて、「書面（郵送）」又は「電磁的方法（インタ
ーネット等）」によって議決権を行使することができますので、お手数ながら電子提供措置事項
に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年９月22日（月曜日）午後６時までに議決権
を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬具
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記
1. 日 時 2025年９月24日（水曜日）午前10時

(受付開始 午前９時)
2. 場 所 東京都江東区東陽六丁目３番３号

ホテルイースト21東京 １階「イースト21ホール」
3. 目 的 事 項

報 告 事 項
第42期（2024年７月１日から2025年６月30日まで）事業報告及び計算書類報

告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます

ようお願い申しあげます。
◎ 書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第14条の規定に

基づき、次の事項を記載しておりません。なお、監査役及び会計監査人は次の事項を含む監
査対象書類を監査しています。
「事業報告Ⅴ．会計監査人に関する事項」、「事業報告Ⅵ．剰余金の配当等の決定に関する方
針」、「事業報告Ⅶ．株式会社の支配に関する基本方針」、「事業報告Ⅷ．業務の適正を確保す
るための体制等の整備についての決議の内容」、「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」、
「会計監査人の監査報告書」、「監査役会の監査報告書」

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ
せていただきます。
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議決権行使についてのご案内

2025年９月22日（月曜日）
午後６時到着分まで

2025年９月22日（月曜日）
午後６時まで

行使
期限

行使
期限

株主総会にご出席される場合

書面（郵送）又はインターネット等により議決権をご行使される場合

株主総会における議決権の行使は、株主の皆様の大切な権利です。
是非とも議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権の行使は、以下の３つの方法があります。

同封の「議決権行使書」に賛否をご表示いただき、
行使期限までに到着するようご返送ください。郵送
の際は、同封の記載面保護シールをご利用ください。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない
場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱
わせていただきます。

次頁の「インターネット等による議決権行使のご利用
上の注意点」をご参照のうえ、行使期限までに賛否
をご入力いただき、ご送信ください。

2025年９月24日（水曜日）午前10時開催
日時

開催
場所

東京都江東区東陽六丁目３番３号
ホテルイースト21東京
１階「イースト21ホール」

同封の「議決権行使書」を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

書面（郵送）により
議決権をご行使される場合

インターネット等により
議決権をご行使される場合
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お問い合わせ先について
ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行証
券代行部（以下）までお問い合わせください。

2.

1.

 ご注意
■ �「スマート行使」による議決権行使後に行使内容を修正したい場合は、

お手数ですが上記２．に記載の方法でご修正いただきますようお願
い申しあげます。

■ �書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合
は、インターネットによるものを有効とします。インターネットに
て複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効とします。

■ �インターネット接続・利用に係る費用は株主様のご負担となります。
■ �インターネットによる議決権行使は一般的なインターネット接続機器

にて動作確認を行っておりますが、ご利用の機器やその状況によって
はご利用いただけない場合があります。

▼議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問い合わせ先

ふ0120-768-524
（受付時間：年末年始を除く午前９時～午後９時）

議決権行使コード・パスワード入力による方法

「スマート行使」（スマートフォン用議決権行使ウェブサイト）による方法

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

● �パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段で、今回の総会
のみ有効です。なお、パスワードを当社よりお尋ねすることはございません。

● �パスワードは、一定回数以上連続して間違えるとロックされ使用できなくなりま
す。ロックされた場合、画面の案内に従ってお手続きください。

「議決権行使ウェブサイト」（上記URL）にアクセスいただき、同封の「議決権行使書」記載の議決権行使コード及
びパスワードにてログインのうえ、画面の案内に従って行使内容をご入力ください。
なお、セキュリティ確保のため、初回ログインの際にパスワードを変更いただく必要があります。

同封の「議決権行使書」右下記載のQRコードをスマー
トフォン等にて読み取り、「スマート行使」へアクセスした
うえで、画面の案内に従って行使内容をご入力ください。
なお、議決権行使コード・パスワードのご入力は不要です。

「スマート行使」による議決権行使は１回限りです。

（注）「QRコード」は、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。QRコードを読み取れるアプリケーション（又は機能）の導入が必要です。

クリック

クリック

入 力
入 力

クリック

「ログイン用QR
コード」はこちら

■ インターネット等による議決権行使のご利用上の注意点
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と位置づけ、経営基盤強化のため

の内部留保に留意しながら、安定的な配当を維持することを基本方針としております。
配当性向については、50％を目安としております。
この方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、１株につき20円としたいと存じ

ます。なお、すでに実施済みの中間配当金1株につき15円を含めました当期の年間配当金は
1株につき35円となります。

期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類

金銭といたします。
(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金20円 総額525,597,160円
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2025年９月25日
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第２号議案 取締役８名選任の件
取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役８名の

選任をお願いしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

１

川
かわかみ
上 晃司

こ う じ

(1963年10月9日)

1987年４ 月 大日本印刷株式会社入社
2001年10月 同社ビジネスフォーム事業部東京第２営業本

部営業第３部第２課長
2006年４ 月 同社IPS事業部IPS第２営業本部営業第３部長
2011年10月 同社IPS事業部IPS第６営業本部長
2016年 9 月 当社取締役
2020年４ 月 大日本印刷株式会社情報イノベーション事業

部第２CXセンター長
2023年 4 月 同社情報イノベーション事業部 副事業部長
2023年11月 同社情報イノベーション事業部 副事業部長

理事
2024年９ 月 当社代表取締役社長（現任）

900株

＜取締役候補者とする理由＞
川上晃司氏は、2016年より３年間当社の取締役として当社事業の発展に貢献するとともに、クレジ
ット業界やセキュリティ業界などの豊富な経験と見識を有しており、2024年９月に代表取締役社長
に就任し、強いリーダーシップを発揮し、当社の組織全体を掌握し適切な助言と情報提供を行い、業
務執行の管理、監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、取締役として引き続き選任をお願
いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

２

立野
たちのおか

岡 健一
けんいち

(1963年８月16日)

1988年４ 月 当社入社
2010年７ 月 当社執行役員 証券ソリューション事業部長
2014年 9 月 当社取締役 金融システム開発本部長兼証券

システム開発本部長兼セキュリティシステム
開発本部担当

2022年７ 月 当社常務執行役員 Strategy & R&D本部担
当兼セキュリティシステム本部担当兼品質保
証部担当

2022年９ 月 当社取締役 専務執行役員 海外事業推進室
兼Strategy & R&D本部担当兼セキュリティ
システム本部担当兼品質保証部担当

2023年 6 月 株式会社ODNソリューション取締役
2023年10月 当社取締役 専務執行役員 経営管理本部担

当兼人事総務本部担当兼海外事業推進室担当
兼Strategy & R&D本部担当兼品質保証部担
当兼人的資本経営推進室担当

2024年10月 当社取締役 専務執行役員 品質保証本部担
当兼デジタルイノベーション本部担当兼
R&D推進センター担当兼セキュリティイノ
ベーション本部担当

2025年７ 月 当社取締役 専務執行役員 品質共奏本部担
当兼情報セキュリティ管理部担当（現任）

9,800株

＜取締役候補者とする理由＞
立野岡健一氏は、システム開発に加えて、セキュリティ製品の開発及び販売、さらに品質保証全般ま
で幅広い業務知識と経験を有しており、当社の業務執行の管理、監督に十分な役割を果たすことが期
待できるため、取締役として引き続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

３

後
ご と う
藤 泰佐

たいすけ

(1974年４月27日)

1998年12月 株式会社ソフトジャパン入社
2005年３ 月 当社入社
2018年９ 月 当社取締役 第三システム開発本部長
2019年７ 月 当社取締役 経営管理本部担当兼経営企画室

担当
2020年９ 月 当社取締役 執行役員 経営管理本部担当兼

経営企画室担当
2021年９ 月 当社取締役 常務執行役員 経営管理本部担

当兼経営企画室担当
2022年 9 月 当社取締役 常務執行役員 経営企画室担当

兼情報システム部担当
2023年 2 月 当社取締役 常務執行役員 第二システム本

部担当兼情報システム部担当
2024年９ 月 当社取締役 常務執行役員 第二システム本

部担当兼情報システム部担当兼情報セキュリ
ティ管理部担当

2025年７ 月 当社取締役 常務執行役員 第二システム本
部担当兼第三システム本部担当兼R&D推進
センター担当（現任）

6,300株

＜取締役候補者とする理由＞
後藤泰佐氏は、当社入社以来、クレジットカード取引の不正利用を検知する不正検知システムの開発
を中心に、当社製品開発を担当し、豊富な業務知識と経験を有しており、当社の業務執行の管理、監
督に十分な役割を果たすことが期待できるため、取締役として引き続き選任をお願いするものであり
ます。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

４

斎
さいとう
藤 香織

か お り

(1967年3月20日)

1989年 4 月 大日本印刷株式会社入社
2002年10月 同社IPS事業部IPS第１営業本部CS推進部第

１グループリーダー
2012年10月 同社情報ソリューション事業部CS推進本部

第２部長
2015年10月 同社情報ソリューション事業部第２プロセス

サポート本部長
2021年10月 同社人事本部人事部副部長
2022年10月 同社人事本部人事部長
2023年10月 株式会社DNPヒューマンサービス 取締

役・執行役員
2024年９ 月 当社取締役 執行役員 人事総務本部担当

（現任）

―株

＜取締役候補者とする理由＞
斎藤香織氏は、顧客サポート部門及び人事部門の責任者としての経験があり、人事に関する業務知識
を有しており、またダイバーシティ推進の観点からも当社の業務執行の管理、監督に十分な役割を果
たすことが期待できるため、取締役として引き続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

5

太
お お た
田 美恵

よ し え

(1966年９月６日)

1989年４ 月 大日本印刷株式会社入社
2007年10月 同社C&I事業部SI本部RFIDソリューション企

画開発室長
2009年４ 月 株式会社DNPデジタルコム（現株式会社

DNPコミュニケーションデザイン）システ
ムソリューション本部プロダクトマネジメン
ト室長

2017年４ 月 株式会社DNPデジタルソリューションズ
Webシステム開発本部オフショア開発部長

2018年４ 月 大日本印刷株式会社情報イノベーション事業
部品質保証・情報セキュリティ本部PMO部
長

2019年10月 同社情報イノベーション事業部品質保証・情
報セキュリティ本部副本部長

2021年６ 月 同社技術・研究開発本部品質保証システム統
括室品質保証システム統括室付兼情報イノベ
ーション事業部ICT品質保証本部長

2022年10月 同社技術・研究開発本部品質保証システム統
括室品質保証システム統括室付兼情報イノベ
ーション事業部ICT品質保証・情報セキュリ
ティ本部長（現任）

―株

＜取締役候補者とする理由＞
太田美恵氏は、長年にわたりIT関連部門に従事し、また、品質保証部門の責任者としての実務経験に
基づく品質向上、ダイバーシティ推進の観点からも当社の業務執行の管理、監督に十分な役割を果た
すことが期待できるため、取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

6

三
み き
木 健一

けんいち

(1955年７月11日)

1978年４ 月 大和証券株式会社入社
1979年８ 月 大和コンピュータサービス株式会社

（現株式会社大和総研）入社
2002年６ 月 同社システムソリューション事業本部長
2004年４ 月 同社執行役員システムソリューション事業本

部長兼テレコムシステム事業本部長兼社会保
険システム事業本部担当兼情報セキュリティ
責任者

2005年４ 月 大和証券エスエムビーシー株式会社執行役員
業務担当

2006年６ 月 株式会社証券保管振替機構社外取締役
2008年４ 月 大和証券エスエムビーシー株式会社常務執行

役員業務担当
2010年１ 月 大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社常

務執行役員業務担当
2010年４ 月 大和証券株式会社常務取締役 管理副本部長
2011年４ 月 株式会社大和総研ホールディングス専務取締

役兼DIRインフォメーションシステムズ株式
会社代表取締役社長

2015年４ 月 株式会社大和総研ビジネス・イノベーション
専務取締役兼訊和創新科技（北京）有限公司
董事長兼済南訊和信息技術有限公司董事長

2016年４ 月 株式会社大和総研ビジネス・イノベーション
顧問

2017年９ 月 当社取締役（現任）
2024年 6 月 一般財団法人（現公益財団法人）全国山の日

協議会常務理事（現任）

―株

＜社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要＞
三木健一氏は、株式会社大和総研において長年にわたりシステム開発部門を担当した後、大和証券エ
スエムビーシー株式会社、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社における常務執行役員業務担当
を経て、大和証券株式会社常務取締役を務め、経営者の経歴と業界に精通した豊富な知識を有してお
り、社外取締役として客観的な立場から経営に参画し、取締役会の意思決定を行ううえで、業務執行
を行う経営陣から独立した立場で適切な助言と提言をいただいております。また、2021年６月に指
名・報酬委員会委員長に就任し、取締役候補者、執行役員の選任、取締役の報酬等の決定につき、客
観的・中立的な立場で参画しております。当社のガバナンス体制の更なる強化に貢献、及び適切な助
言と提言に期待できるため、社外取締役として引き続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

7

直
す ぐ た
田 宏

ひろし

(1957年9月8日)

1981年 4 月 伊藤忠商事株式会社入社
2006年 4 月 同社宇宙・情報・マルチメディアカンパニー

経営企画部長兼CIO
2008年 4 月 同社情報産業部門長代行
2009年 4 月 同社海外市場部長
2011年 4 月 同社情報通信部門長代行
2012年 4 月 伊藤忠ケーブルシステム株式会社 代表取締

役社長
2014年 4 月 コネクシオ株式会社 常務執行役員 経営企

画部門長
2014年 6 月 同社取締役常務執行役員 経営企画部門長
2017年６ 月 同社取締役専務執行役員職能管掌兼チーフ・

コンプライアンス・オフィサー兼経営企画部
門長

2019年 4 月 同社取締役専務執行役員 法人営業本部長
2021年 4 月 同社代表取締役社長
2023年 4 月 同社顧問
2024年９ 月 当社取締役（現任）

300株

＜社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要＞
直田宏氏は、伊藤忠商事株式会社において情報通信分野に関する営業、事業開発、M&A、経営企画
やそれらの組織を統括するとともに、海外事業の管理統括者としての経験を有しております。また伊
藤忠ケーブルシステム株式会社、上場企業（就任当時）であるコネクシオ株式会社において代表取締
役社長として企業経営を経験しております。これらの経営者としての経歴と業界に関する知識を有し
ており、社外取締役として客観的な立場から経営に参画し、取締役会の意思決定を行ううえで、業務
執行を行う経営陣から独立した立場で適切な助言と提言に期待できるため、社外取締役として引き続
き選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

8

太
お お た
田 香

かおり

(1981年12月４日)

2011年４ 月 弁護士登録（現任）
2015年８ 月 Dentons Rodyk LLP（現 Dentons Rodyk

& Davidson LLP）シンガポールオフィス
コーポレート部門ジャパンデスク

2016年12月 オリックス株式会社事業投資本部 インハウ
ス弁護士

2018年12月 米国ニューヨーク州弁護士登録（現任）
2019年６ 月 日比谷中田法律事務所入所
2023年７ 月 同事務所パートナー（現任）

―株

＜社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要＞
太田香氏は、弁護士として国内外における法律専門知識を有し、米国留学及びシンガポールの現地法
律事務所での執務経験、またインハウスロイヤーとして従事した経験があり、社外取締役として客観
的な立場から経営に参画し、取締役会の意思決定を行ううえで、業務執行を行う経営陣から独立した
立場で適切な助言と提言に期待できるため、社外取締役として選任をお願いするものです。
なお、同氏は会社の経営に関与した経験はありませんが、社外取締役としての職務を適切に遂行する
ことができるものと判断しております。

（注）1．太田美恵氏は、新任の取締役候補者であります。
2．太田香氏は、新任の社外取締役候補者であります。
3．各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
4．三木健一氏及び直田宏氏は、社外取締役候補者であります。

また、三木健一氏及び直田宏氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し届け出てお
り、本総会において両氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員となる予定であります。

5．社外取締役候補者が当社社外取締役に就任してからの年数
三木健一氏の当社社外取締役就任期間は、本総会の終結の時をもって８年です。
また、直田宏氏の当社社外取締役就任期間は、本総会の終結の時をもって１年です。

6．当社は、三木健一氏及び直田宏氏との間で、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１
項の損害賠償責任の限度額を法令で定める額とする責任限定契約を締結しております。本総会におい
て両氏の再任が承認された場合、当社定款の規定に基づき、社外取締役として期待される役割を十分
発揮できるよう、当社は両氏との間で引き続き同様の内容の契約を締結する予定でおります。

7．当社は、社外取締役候補者である太田香氏の選任が承認された場合、当社定款の規定に基づき、会社
法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任の限度額を法令で定める額とす
る責任限定契約を締結する予定であります。また、太田香氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し届け出ており、本総会において太田香氏の選任が承認された場合、新たに独立役員
となる予定であります。

8．当社は、取締役、監査役、執行役員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等
賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者がその地位に基づき行った行為に起因して損
害賠償請求がなされた場合に、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用を当該保険契約により填補する
こととしております。また、各候補者が取締役に選任された場合には、当該保険契約の被保険者とな
る予定です。なお、当該保険の契約期間は１年間であり、当該期間の満了前に取締役会決議のうえ、
保険契約を更新する予定であります。

以 上
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独立役員の独立性判断基準
当社は、コーポレート・ガバナンスの客観性、中立性を確保するために、社外取締役及び

社外監査役（以下、「社外役員」という）の独立性に関する基準を次のとおり定め、各項目の
いずれにも該当しないと判断される場合に、独立役員として指定しております。
１．当社を主要な取引先とする者又はその業務執行者（注１）

主要な取引先とは、直近の３事業年度（注２）のいずれかにおける当社との取引におい
て当該取引先の年間連結売上の５％以上の支払を当社から受けた取引先とします。

２．当社の主要な取引先又はその業務執行者（注１）
主要な取引先とは、直近の３事業年度（注２）のいずれかにおける当社との取引におい

て、当社の年間連結売上の５％以上の支払を当社が行った取引先とします。
３．当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門
家又は法律専門家
多額の金銭その他の財産とは、金額に換算して年間1,000万円以上とします。

４．過去３事業年度（注２）のいずれかの時期において上記１．から３．のいずれかに該当
していた者

５．就任の前10年以内のいずれかの時において次の①から③までのいずれかに該当していた
者
①当社の親会社の業務執行者又は業務執行者でない取締役
②当社の親会社の監査役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）
③当社の兄弟会社の業務執行者

６．次の①から④のいずれかの者の二親等以内の親族
①上記１．から５．に掲げる者
②当社の子会社の業務執行者（注１）
③当社の子会社の業務執行者でない取締役(社外監査役を独立役員に指名する場合)
④過去３事業年度（注２）において上記①②又は当社の業務執行者（注１）に該当してい
た者

７．当社の主要株主又はその業務執行者（注１）
主要な株主とは、直接又は間接に当社の10％以上の議決権を保有するものをいいます。

（注１）業務執行者とは、会社法施行規則第２条第３項第６号に定める者をいいます。
（注２）起算日は、株主総会に提出する選任議案を決定する時点とします。
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ご参考：第２号議案が承認されたのちの取締役・監査役体制（予定）
本招集ご通知記載の候補者を原案どおりご選任いただいた場合の取締役及び監査役が有する主な
専門性・知見・経験は、以下のとおりであります。

氏名 企業経営
事業戦略

財務
管理会計
資本政策

法務
コンプライアンス
リスク管理

人事・労務
人財開発

営業
マーケティング

システム
開発・運用 業界知識 海外・

新規事業

川 上 晃 司 ○ ○ ○
立野岡健一 ○ ○ ○
後 藤 泰 佐 ○ ○ ○
斎 藤 香 織 ○ ○
太 田 美 恵 ○ ○
三 木 健 一 ○ ○ ○
直 田 宏 ○ ○ ○
太 田 香 ○ ○ ○
松 田 剛 ○ ○
小 路 朋 之 ○ ○ ○
竹 林 昇 ○ ○ ○
堀 江 正 之 ○ ○ ○
上 林 靖 史 ○ ○ ○

※上記一覧表は、各取締役及び監査役に期待する分野を最大３つまで記載しております。
取締役及び監査役の有するすべての専門性・知見・経験を示すものではありません。
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事 業 報 告
（2024

2025
年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで）

Ⅰ. 会社の現況に関する事項
1. 事業の経過及び成果
(1) 事業の状況
当社は2025年６月期から始まる３カ年中期経営計画を策定しています。今中期経営計画

では、"Transformation for the Future"を掲げ、2030年代を見据え、事業の多角化と持
続的な成長の基盤づくりに取組んでいます。これらの実現に向けて、この３年間は、「事業」
「技術」「人財」の３つの “変革” に注力しています。

中期経営計画では、事業領域を提供する機能別に、「決済」「セキュリティ」「データ通
信・分析基盤（新領域）」の３つに再編し、それぞれの領域において、成長に向けた施策を
推進しています。
主力の決済領域では、キャッシュレス決済の拡大に伴い、主要取引先である決済事業者に

おいて、基幹システムのモダナイズやオープン化が進展しています。当社は強みである決済
ソリューションの価値を高め、FEP（注）・不正検知分野に加え、アクワイアリング分野を
中心に領域拡大を図っています。また、国内カード業界全体でカード不正利用が多様化する
中、業界横断型の新たな不正対策ソリューションの立ち上げなどを通じて、業界における提
供価値の向上にも取組んでいます。
セキュリティ領域では、収益性の高い自社プロダクトの価値向上と販売強化を進めるとと

もに、東南アジアを中心に海外市場への展開にも注力しています。また、DNPグループが
提供する、コンサルティングから運用、教育まで、オールインワンのセキュリティサービス
に参加し、顧客基盤やビジネス領域の拡大に取組んでいます。
データ通信・分析基盤領域では、コア技術である高速・大量のデータ通信及び分析・処理

技術の他業界における活用の検討を進め、新たな市場の獲得にチャレンジしています。

当事業年度の業績については、売上高15,596百万円（前期比7.4％増）、営業利益1,848
百万円（同9.0％減）、経常利益1,890百万円（同8.8％減）、当期純利益1,349百万円（同
5.0％減）となりました。

（注）FEP(Front End Processing)システム：クレジットカード決済処理に必要なネットワーク接続や
カード使用認証等の機能をもつハードウェア、及びソフトウェア
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■事業領域別売上高
（単位：百万円）

2024年６月期 2025年６月期 前期比
売上高 14,518 15,596 107.4％
決済 12,151 12,755 105.0％
うちクラウドサービス 2,504 3,479 138.9％

セキュリティ 1,558 2,022 129.8％
データ通信・分析基盤 808 817 101.1％

売上高については、決済領域では、カード会社を中心とした堅調な投資需要を取り込み、
増加しました。カード不正利用被害の増加に伴い、不正検知に対する需要も引き続き高水準
で推移しています。セキュリティ領域では、大手顧客への製品導入により増加、データ通
信・分析基盤領域では、コア技術を活用した証券会社向けシステム開発が寄与しました。

利益については、システム開発・保守における粗利率は改善したものの、一部案件におけ
る品質強化対応や、セキュリティ領域の製品構成、一部自社プロダクトの一括償却等の影響
により、全体の粗利率は低下し、営業利益は減益となりました。販売管理費は人件費の増加
があったものの、販管費率は低下しています。

受注については、受注高19,322百万円（同4.0%減）、受注残高20,311百万円（同22.5
％増）となりました。受注高は、大型案件の開発フェーズ移行により、システム開発を中心
に減少しましたが、来期に向けては、大手カード会社のシステム更改需要が複数見込まれて
おり、提案活動を進めています。受注残高は、決済領域のクラウドサービス、セキュリティ
製品、金融機関向けインフラ運用サービス、などのストック型案件の増加により、前年を大
きく上回りました。

2025年08月28日 18時56分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 18 ―

(2) 資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

(3) 設備投資の状況
特記すべき事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
特記すべき事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況
特記すべき事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
特記すべき事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
① 株式の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
② 新株予約権の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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2. 財産及び損益の状況
第39期

（2021年７月１日から
2022年６月30日まで）

第40期
（2022年７月１日から
2023年６月30日まで）

第41期
（2023年７月１日から
2024年６月30日まで）

第42期(当期)
（2024年７月１日から
2025年６月30日まで）

売 上 高（百万円） 11,493 13,374 14,518 15,596
経 常 利 益（百万円） 1,556 1,603 2,072 1,890
当期純利益（百万円） 1,055 1,165 1,420 1,349
１株当たり当期純利益 40円16銭 44円34銭 54円19銭 51円55銭
純 資 産（百万円） 8,039 8,799 9,222 9,475
総 資 産（百万円） 12,740 13,683 16,847 18,690
１株当たり純資産額 305円87銭 334円84銭 352円26銭 361円91銭
(注) １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、

自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
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3. 重要な親会社及び子会社の状況
(1) 親会社に関する事項

当社の親会社は大日本印刷株式会社で、同社は当社の普通株式13,330,700株（議決権
比率50.77％）を保有しています。

(2) 親会社との間の取引に関する事項
イ．当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

一般的な取引条件と同様の適切な条件による取引を基本とし、ソフトウェア開発等に
ついては、市場価格、原価率を勘案して当社見積価格を提示して、一案件毎に価格交渉
のうえ、合理的な判断に基づき、公正かつ適正に決定しています。

ロ．当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由
当社は親会社より取締役及び監査役を受け入れていますが、当社経営に対する適切な

意見を得ながら、取締役会における多面的な議論を経て決定しています。
事業運営に関しては、一定の協力関係を保つ必要があると認識しつつ、経営方針や事

業計画は当社独自に作成しており、上場会社として独立性を確保し、経営及び事業活動
にあたっています。

ハ．取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見
該当事項はありません。

ニ．当社は、「特別委員会規程」に基づき、支配株主である大日本印刷株式会社と少数株
主との利益が相反する重要な取引、行為が生じる場合、その他必要と認められる事項が
生じる場合について、審議・検討を行うため、独立社外取締役３名全員及び独立社外監
査役２名の社外役員のみで構成する特別委員会を設置しています。

(3) 重要な子会社の状況
該当事項はありません。
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4. 対処すべき課題
当社は2025年６月期から始まる３カ年中期経営計画を策定しています。今中期経営計画

では、"Transformation for the Future"を掲げ、2030年代を見据え、事業の多角化と持
続的な成長の基盤づくりに取組んでいます。決済・セキュリティ・テクノロジー領域を中心
とした、様々な分野で積極的に事業を展開することで、人々の生活に価値をもたらし、新た
な信頼性を創造していきます。
これらの実現に向けて、この３年間は、「事業」「技術」「人財」の３つの “変革” に注力

します。また、ＤＮＰグループとの連携をこれまで以上に進めることで、それぞれの顧客基
盤を活用しながら事業競争力を強化するとともに、この３年間を多角化に向けた収益基盤の
強化期間と位置づけ、中長期的な安定成長を達成できるよう、各種施策を推進してまいりま
す。

イ. 事業の “変革”
当社最大の強みである自社プロダクト・サービスを活かし、事業領域の拡大と収益構造

の見直しを進めます。「決済」「セキュリティ」「データ通信・分析基盤（新領域）」のそれ
ぞれの領域において、保有ソリューションの価値最大化と成長施策の推進に注力し、持続
的な事業成長を目指します。

ロ. 技術の “変革”
事業の変革を支える技術基盤として、コア技術である高速・大量のデータ通信及び分

析・処理技術を中心に、先端技術やDXとの融合を図ります。既存製品・サービスの付加
価値向上に加え、技術的強みを活かした新規事業の創出にも取組み、競争力の強化を目指
します。

ハ. 人財の “変革”
事業・技術の変革を支える基盤として、人財の変革に取組みます。変化を恐れず、社内

外との「共奏」によって未来を切り拓く、“信頼されるプロフェッショナル集団” の形成
を目指します。スキル・経験の可視化や継続的な学習支援、リスキリングを通じて戦略的
配置を推進します。また、管理職層の育成や組織状態の可視化により、チームの健全性と
パフォーマンス向上を図るとともに、多様なキャリア機会を通じて柔軟で多面的な視野を
持つ人財を育成します。
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5. 主要な事業内容（2025年６月30日現在）
当社は、クレジットカード会社向けの決済システム開発や、情報セキュリティ製品の開発
及び販売を主業務に、当社のコア技術である高速・大量のデータ通信及び分析・処理技術
を活かしたソリューション提供を行っています。

6. 主要な事業所（2025年６月30日現在）
本 社 東京都中央区新川一丁目21番２号 茅場町タワー
函館事業所 北海道函館市鈴蘭丘３番122 ウェイブ函館

7. 使用人の状況（2025年６月30日現在）
使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

519名 27名増 39.15歳 10.46年
(注) 使用人数には、出向者（５名）、及び臨時従業員（11名）を含んでおりません。

8. 主要な借入先の状況（2025年６月30日現在）
該当事項はありません。

9. その他会社の現況に関する事項
該当事項はありません。
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Ⅱ. 会社役員に関する事項
1. 取締役及び監査役の状況

（2025年６月30日現在）
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 佐 藤 邦 光
代表取締役社長 川 上 晃 司
取 締 役
専務執行役員 立野岡 健 一 品質保証本部担当 兼 デジタルイノベーション本部担当 兼

R&D推進センター担当 兼 セキュリティイノベーション本部担当
取 締 役
常務執行役員 後 藤 泰 佐 第二システム本部担当 兼 情報システム部担当 兼

情報セキュリティ管理部担当
取 締 役
執 行 役 員 斎 藤 香 織 人事総務本部担当

取 締 役 渡 部 晃 渡部晃法律事務所 弁護士
取 締 役 三 木 健 一 公益財団法人全国山の日協議会 常務理事
取 締 役 直 田 宏
監 査 役 松 田 剛 (常 勤)
監 査 役 小 路 朋 之 大日本印刷株式会社 事業推進本部事業開発部第２グループリーダー
監 査 役 竹 林 昇 株式会社DXA 代表取締役

監 査 役 堀 江 正 之

日本大学商学部 特任教授
情報セキュリティ大学院大学 客員教授
システム監査学会 副会長
日本会計研究学会 監事
日本ガバナンス研究学会 理事

監 査 役 上 林 靖 史
株式会社Stroly 社外取締役
株式会社soeasy 社外監査役
合同会社officeYJK 代表社員

(注) 1. 2025年７月１日付で、デジタルイノベーション本部及びセキュリティイノベーション本部の開発機能
を集約し、第三システム本部を新設しました。また同日付で、品質保証本部を品質共奏本部に名称変更
しました。

2. 会社役員の異動は、次のとおりです。
(1) 担当の変更（2025年７月１日付）

・取締役立野岡健一氏は、品質共奏本部担当 兼 情報セキュリティ管理部担当となりました。
・取締役後藤泰佐氏は、第二システム本部担当 兼 第三システム本部担当 兼 R&D推進センタ
ー担当となりました。

(2) 就任
・取締役川上晃司、斎藤香織及び直田宏の３氏は、2024年９月25日開催の第41期定時株主総会に
おいて、取締役に選任され就任いたしました。

・監査役小路朋之及び上林靖史の両氏は、2024年９月25日開催の第41期定時株主総会において、
監査役に選任され就任いたしました。
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(3) 退任・辞任
・取締役佐古都江氏は、2024年９月25日開催の第41期定時株主総会の終結の時をもって、任期満
了により退任いたしました。

・監査役別府直之氏は、2024年９月25日開催の第41期定時株主総会の終結の時をもって、辞任に
より退任いたしました。

・監査役佐藤宏氏は、2024年９月25日開催の第41期定時株主総会の終結の時をもって、任期満了
により退任いたしました。

3. 取締役渡部晃、三木健一及び直田宏の３氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
4. 監査役竹林昇、堀江正之及び上林靖史の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
5. 監査役堀江正之氏は、大学教授のほか、日本会計研究学会及び日本ガバナンス研究学会などで要職を歴

任しており、会計や監査に関する長年の研究を通じて、財務及び会計に関する相当程度の知見を有して
おります。

6. 取締役渡部晃、取締役三木健一、取締役直田宏、監査役竹林昇、監査役堀江正之及び監査役上林靖史の
６氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しております。

2. 責任限定契約の内容の概要
当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役とは、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役及び監査役のいずれも、法令が規定す

る額としております。

3. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、取締役、監査役、執行役員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定

する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
保険料は、全額当社が負担しております。
当該保険契約では、被保険者がその地位に基づき行った行為に起因して損害賠償請求がな

された場合に、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用を当該保険契約により填補することと
しております。ただし、法令違反を認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されな
いなど、一定の免責事由があります。

4. 取締役及び監査役の報酬等の総額
当社の取締役及び監査役の報酬は、株主総会で決議された報酬限度額内で算定しておりま

す。
取締役の報酬限度額は、2006年９月27日開催の第23期定時株主総会において、年額３

億円以内（ただし、使用人給与を含まない。）と決議いただいております。当該株主総会決
議後の取締役の員数は５名です。また、株式報酬制度については、2023年9月27日開催の
第40期定時株主総会において決議いただいております。業務執行取締役に付与される１事
業年度当たりのポイント数の合計は、60,000ポイントが上限となっており、当該決議時点
において、その対象とされていた取締役の員数は3名です。
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監査役の報酬限度額は、2015年９月29日開催の第32期定時株主総会で、年額5,000万
円以内と決議いただいております。当該株主総会決議後の監査役の員数は５名（うち社外監
査役３名）です。

① 業務執行取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等
イ．決定方針の決定方法

業務執行取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針については、取締役会の諮問機
関であり、独立社外取締役が委員長を務め独立社外取締役が過半数を構成する指名・報酬
委員会にて、報酬水準の妥当性を含めて審議のうえ、取締役会に答申し、取締役会にて決
定されます。
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、代表取締役社長が原案を策定し、

独立社外取締役の意見を踏まえつつ決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行ってい
るため、取締役会も決定方針に沿うものであると判断しております。

ロ．決定方針の内容の概要
業務執行取締役の報酬等は、固定の月額報酬、業績連動報酬である賞与、株式報酬制度

（株式給付信託）、により構成することとしています。
固定の月額報酬は、役位ごとに定められた基準報酬テーブルを用いて金額を算定のう

え、決定しています。
業績連動報酬である賞与は、事業年度の業績を明確に反映するため、営業利益を指標と

し、役位に基づき定められた係数によって算定する報酬制度を運用しています。2025年
６月期の業務執行取締役の賞与の総額は、業務執行取締役及び執行役員の賞与算定前の営
業利益1,903百万円に対し、1,000百万円に、1,000百万円から2,000百万円までの営業
利益×50％した451百万円を加えた1,451百万円を指標に、役位別係数を乗じた34,470
千円となりました。
また、賞与の支給に際しては、代表取締役社長が、取締役及び執行役員の担当業績及び

人財基盤、共創基盤、その他ESGへの貢献等を評価し一定金額の増減をできることになっ
ております。
株式報酬は、2023年9月27日開催の第40期定時株主総会において決議いただいた、当

社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を
「本信託」といいます。）を通じて取得され、業務執行取締役に対して、当社が定める役員
株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下
「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付される株式報酬制度です。なお、業務
執行取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として業務執行取締役の退任時とな
ります。
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業務執行取締役に対して、各事業年度に関して、役員株式給付規程に基づき役位を勘案
して定まる数のポイントが付与されます。業務執行取締役に付与される１事業年度当たり
のポイント数の合計は、60,000ポイントを上限とします。なお、業務執行取締役に付与
されるポイントは、当社株式等の給付に際し、１ポイント当たり当社普通株式１株に換算
されます。これは、現行の役員報酬の支給水準、業務執行取締役の員数の動向と今後の見
込み等を総合的に考慮して決定したものであり、相当であるものと判断しております。
本制度においては、マルス・クローバック条項を導入し、対象取締役に重大な不正行為

があった場合等、一定の場合には、取締役会はその決定により、株式ポイントの数を減少
させ、又は返還を受けることができるものとします。
当社の株式報酬制度は、業務執行取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確

にし、業務執行取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主
の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高め
ることを目的としており、本制度は、2006年９月27日開催の第23期定時株主総会にお
いてご承認をいただきました取締役の報酬額（年額３億円以内。ただし、使用人給与は含
まない。）とは別枠となります。

② 社外取締役の報酬等
業務執行から独立した立場である社外取締役の報酬は、固定の月額報酬で構成され、業

績連動報酬及び株式報酬はありません。固定の月額報酬は、個人別の金額を支給していま
す。当事業年度は、社外取締役が特別な利害関係を有することから公平性と透明性を確保
するため、取締役会がその具体的内容の決定を代表取締役社長川上晃司に委任する旨の決
議をし、受任した同氏が当社の報酬決定方針に沿って決定しています。

③ 指名・報酬委員会
当社は、「指名・報酬委員会規則」に基づき、取締役会の諮問機関として指名・報酬委

員会を設置、運営しています。指名・報酬委員会は、独立社外取締役３名全員及び代表取
締役２名で構成され、社外役員の構成が過半数を超えることで外部的な視点を確保したう
えで、取締役から諮問を受けた取締役候補者及び監査役候補者の指名と、報酬に係る議題
について審議のうえ意見を集約し、取締役会に答申します。このような指名・報酬委員会
の設置、運営が、取締役の指名、報酬に係る取締役会の機能の独立性、客観性と説明責任
の強化に寄与しています。
2025年６月期において、指名・報酬委員会は計11回開催し、社外監査役３名全員がオ

ブザーバーとして立ち合い、取締役及び執行役員のあるべき構成、業務執行取締役の報酬
体系・決定プロセス及び役員報酬案に対する検討、討議を行っております。

④ 監査役の報酬等
監査役の報酬については、監査役の協議により決定します。業務執行から独立した監査

役の報酬は、固定の月額報酬で構成され、業績連動の報酬及び株式報酬はありません。
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⑤ 当事業年度に係る報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（千円）

支給人数
（名）

報酬等の種類別の総額（千円）

固定報酬 業績連動報酬 株式給付金

取締役

社外取締役 15,677 3 15,677 ー ー

上記を除く取締役 121,268 5 71,244 34,470 15,553

合計 136,945 8 86,922 34,470 15,553

監査役

社外監査役 15,264 4 15,264 ー ー

上記を除く監査役 12,000 1 12,000 ー ー

合計 27,264 5 27,264 ー ー
(注) 1. 業績連動報酬は当事業年度（2024年７月〜2025年６月）における役員賞与引当金繰入額です。

5. 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
・取締役渡部晃氏は、渡部晃法律事務所の弁護士を兼務しております。

なお、当社は同事務所の所属弁護士と顧問契約をしておりますが、取引の規模、内容
等の重要性を考慮して、株主及び投資家等の判断に影響を及ぼすおそれはないと判断
し、その概要の記載を省略いたします。

・取締役三木健一氏は、公益財団法人全国山の日協議会の常務理事を兼務しております。
なお、当社は同協議会の賛助会員ですが、重要な兼職先との間に特別な関係はありま

せん。
・監査役竹林昇氏は、株式会社DXAの代表取締役を兼務しております。

なお、当社と重要な兼職先との間に特別な関係はありません。
・監査役堀江正之氏は、日本大学商学部の特任教授、情報セキュリティ大学院大学の客員
教授、システム監査学会の副会長、日本会計研究学会の監事及び日本ガバナンス研究学
会の理事を兼務しております。
なお、当社と重要な兼職先との間に特別な関係はありません。

・監査役上林靖史氏は、株式会社Strolyの社外取締役、株式会社soeasyの社外監査役及
び合同会社officeYJKの代表社員を兼務しております。
なお、当社と重要な兼職先との間に特別な関係はありません。
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② 社外役員の主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 渡 部 晃

当期開催の取締役会19回のすべてに出席し、また、議案審議等につき
必要に応じ、主に弁護士としての法律専門知識を活かし、適宜発言を
行っております。また、指名・報酬委員会委員として、独立した客観
的な立場から役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程において審議
し、取締役会に答申を行っております。

社外取締役 三 木 健 一

当期開催の取締役会19回のすべてに出席し、また、議案審議等につき
必要に応じ、主に経営者の経歴と業界に精通した豊富な知識と経験を
活かし、適宜発言を行っております。また、指名・報酬委員会委員長
として同委員会の議事運営を主導し、独立した客観的な立場から役員
候補者の選定や役員報酬等の決定過程において審議し、取締役会に答
申を行っております。

社外取締役 直 田 宏

就任後、当期開催の取締役会15回のすべてに出席し、また、議案審議
等につき必要に応じ、主に経営者の経歴と業界に精通した豊富な知識
と経験を活かし、適宜発言を行っております。また、指名・報酬委員
会委員として、独立した客観的な立場から役員候補者の選定や役員報
酬等の決定過程において審議し、取締役会に答申を行っております。

社外監査役 竹 林 昇
当期開催の取締役会19回のすべてに出席し、また、当期開催の監査役
会19回のすべてに出席し、議案審議等につき必要に応じ、主に経営者
としての経歴と業界に精通した豊富な知識と経験を活かし、適宜発言
を行っております。

社外監査役 堀 江 正 之
当期開催の取締役会19回のすべてに出席し、また、当期開催の監査役
会19回のすべてに出席し、議案審議等につき必要に応じ、主に大学教
授としての豊富な知識と経験を活かし、適宜発言を行っております。

社外監査役 上 林 靖 史
就任後、当期開催の取締役会15回のすべてに出席し、また、当期開催
の監査役会14回のすべてに出席し、議案審議等につき必要に応じ、主
に経営者としての経歴と業界に精通した豊富な知識と経験を活かし、
適宜発言を行っております。
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Ⅲ. 株式に関する事項（2025年６月30日現在）
1. 株式の状況

1. 発行済株式の総数 26,340,000株
2. 株主数 11,536名

3. 大株主（上位10名）

株 主 名
当社への出資状況

持 株 数（株） 持株比率（％）
大 日 本 印 刷 ㈱ 13,330,700 50.73
安 達 一 彦 2,394,900 9.11
M S I P C L I E N T S E C U R I T I E S 920,000 3.50
イ ンテリジェント ウ ェ イ ブ 従 業 員 持 株 会 529,100 2.01
㈱ 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ) 497,100 1.89
溝 田 久 子 314,300 1.20
J P モ ル ガ ン 証 券 ㈱ 292,049 1.11
西 野 秀 樹 209,000 0.80
㈱ 三 菱 U F J 銀 行 200,000 0.76
小 林 弘 二 171,600 0.65
(注) 持株比率は発行済株式の総数から自己株式（60,142株）を控除して算出しております。なお、自己株式に

は株式給付信託（BBT）が保有する当社株式（98,200株）を含めておりません。

2. その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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Ⅳ. 新株予約権等に関する事項（2025年６月30日現在）
1. 新株予約権の状況

該当事項はありません。

2. 当事業年度中の新株予約権交付の状況
該当事項はありません。

3. その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(本事業報告中の記載数字は、金額、販売量及び件数については表示単位未満を切り捨て、比率
その他については四捨五入しております。）
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Ⅴ. 会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

三優監査法人

(2) 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
区 分 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 28,000千円
当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 28,000千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査
報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人とし
ての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意した理由
監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務

指針」を踏まえ、会計監査人が提出した当事業年度に係る監査計画の内容・方法及び報酬見
積りの算出根拠並びに従前の事業年度における会計監査人の職務執行状況等を精査し検討し
た結果、報酬等の額は相当であると判断いたしました。

(4) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性及び信頼性が

確保できないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議
案の内容を決定いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査
役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任し
た旨及びその理由を報告いたします。
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Ⅵ. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と位置づけ、経営基盤強化のための

内部留保に留意しながら、安定的な配当を維持することを基本方針としております。配当性向
については、50％を目安としております。
この方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき20円を予定して

おります。なお、すでに実施済みの中間配当金1株につき15円を含めました当事業年度の年間
配当金は1株につき35円となります。

当社の剰余金配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会としておりま
す。当社定款に、「取締役会の決議によって、毎年12月31日を基準日として中間配当をするこ
とができる」旨を定めております。
Ⅶ. 株式会社の支配に関する基本指針

該当事項はありません。
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Ⅷ. 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容
当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、当社及び当社グループの業務の適正を確保

するための体制の基本方針として、取締役会において次のとおり「内部統制システム整備基本
方針」を決議しております。
なお、「内部統制システム整備基本方針」においては子会社に係る規定を設けております

が、報告時点において該当する子会社は存在しません。

1）内部統制システム整備基本方針

1. 当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制
当社の取締役及び使用人が、法令及び定款を遵守し、社会的責任並びに企業倫理の確立に

努めるため、「コンプライアンス基本方針」及び「企業行動基準」を定める。
また、コンプライアンス体制の維持、向上のために、「コンプライアンス・マニュアル」

を整備して、社内研修等の教材に活用し、周知徹底を図る。
反社会的勢力対応の基本姿勢として「コンプライアンス基本方針」、「企業行動基準」及び

「コンプライアンス・マニュアル」を社内外に明確に宣言し、毅然とした態度で臨み、必要
に応じて警察及び顧問弁護士、また外部専門機関（暴力追放運動推進センター）等に通報
し、連携することで、これら反社会的勢力との関係を一切遮断する。
監査部は「内部監査規程」に従い、法令、定款及び社内諸規程を遵守して、社内業務が実

施されているかを定期的に確認し、社長に報告する。

2. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社の取締役の職務の執行に係る情報及びその他の重要な情報については、法令に準拠し

た「文書管理規程」を始めとする社内諸規程に基づき、電磁的記録を含む文書の作成、保
存、管理及び廃棄等の取扱いを明確にするとともに、必要に応じて取締役、監査役、会計監
査人等が閲覧可能な状態を維持する。
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3. 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、当社及びグループ会社の事業活動の全般に関わる様々なリスク、又は不測の事態

が発生した場合の損害、影響等を最小限にとどめるため、「リスク管理規程」、「リスク管理
細則」、「リスク管理委員会規程」を定め、当社の経営及び事業上の重要なリスクを管理する
各会議体による統制と、各会議体によるリスク管理状況をモニタリングするリスク管理委員
会の体制を整える。

4. 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、定例取締役会を毎月開催し、また必要に応じて臨時取締役会を開催して、経営上

の重要事項の意思決定並びに各取締役の業務執行状況を監督するとともに、各取締役間の意
思疎通を図り、職務遂行の効率化を確保する。
また、取締役会には、取締役会で業務執行を委任された業務部門責任者を適宜同席させ、

担当業務の執行状況の報告を受ける。
取締役会の他では、取締役、執行役員、監査役及び各取締役に指名された幹部社員が出席

する会議、本部長による会議、その他業務上必要とする重要な会議を定期又は適宜に開催
し、的確で効率的な意思決定による職務執行を行う。

5. 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制
当社は、親会社である大日本印刷株式会社（以下、「ＤＮＰ」という。）が定める「ＤＮＰ

グループ・コンプライアンス管理基本規程」に準拠し、ＤＮＰグループにおける一員として
の業務の適正を確保する。
また、当社の子会社及び関連会社に対しては、当社にて「関係会社管理規程」をはじめ諸

規程を整備し、その方針、規程に従い、グループ各社の自主性を尊重しつつ、当社グループ
として透明性のある適切な経営管理を行う。更に、子会社に対しては、業務の適正を確保す
べく、次に掲げる①〜④の体制を構築する。

① 当社の取締役は、子会社社長との定期的な会議や、子会社取締役会その他重要な会議に
適宜出席することを通じて、子会社職務の執行に係る事項の報告を受ける。
また、子会社管理業務を管掌する当社経営管理本部は、子会社各部門から職務の執行に
係る報告を受ける。
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② 子会社においても当社の「リスク管理規程」を準用し、子会社が行う事業活動上のリス
クを子会社でも独自に管理する体制を整備する。

③ 当社の役員又は使用人が子会社取締役等を兼任し、当社が間接的に子会社経営に関与す
ることにより、グループの経営方針に基づいた子会社業務を推進するとともに、子会社
の職務の執行の効率化も確保する。

④ 当社グループ全体で遵守すべき「企業行動基準」「コンプライアンス基本方針」を子会
社においても順守させ、法令及び定款に適合する体制を確保する。また、当社の監査部
は、「内部監査規程」に従い、適正な監査を確保する体制を整備し、子会社業務に対し
ても実施、点検、評価、改善を指導する。

6. 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人への監査役
の指示の実効性の確保に関する事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合には、その要請に応じて、適切な人材

を配置する。
監査役より必要な命令を受けて業務を行う使用人は、当該業務に関しては、取締役からの

独立性を確保し、当該使用人の人事異動、人事考課及び懲戒処分等は、事前に監査役会の同
意を得る。
また、監査役の指示の実効性を確保するために、監査役から指示命令があった場合にはこ

れを最優先に取り扱い、監査役監査に必要な情報を収集し、監査役へ業務執行状況を適切に
報告する。

7. 当社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制並びに当社の子会社の取締役、
監査役、使用人の当社の監査役への報告に関する体制
当社及び当社子会社の取締役、監査役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれが

ある事実を発見した時、又は、職務執行に関して不正行為、法令、定款に違反する重大な事
実、その他コンプライアンス上重要な事項について速やかに当社監査役に報告する。
なお、報告した者に対しては、「内部通報者の保護に関する規程」に準じた保護と秘密保

持に最大限の配慮をする。
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8. 当社の監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の職務遂
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社の監査役がその職務の執行について費用の前払等を請求した場合は、監査役の職務の

執行に必要でないと認められた場合を除き、会社は速やかにその請求に応じる。

9. その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社の監査役は、取締役会及びその他重要な会議に出席し、必要な助言又は勧告を行う。
また、稟議書、報告書等を閲覧し、会社経営全般の状況を把握し、必要に応じて、代表取

締役社長、会計監査人との意思疎通を図り、定期的に意見交換を行い、監査部とも連携し、
監査の実効性を高める。

2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとおりです。

1. 重要な会議の開催の状況
当社は、取締役会を19回開催し、法令・社内規程等の遵守状況を審議したうえで、コン

プライアンス体制の実効性について見直しを継続的に行いました。
「リスク管理規程」に基づき、「リスク管理委員会」を4回開催し、当社のリスク評価を行

い、その管理及び低減に努めました。また、「業務運用管理委員会」を21回開催し、内部統
制システムの運用状況の確認及び改善に係る具体的な施策の検討を行い、「リスク管理委員
会」に報告しました。
当社の取締役会は、社外取締役3名を含む取締役8名で構成し、監査役５名も出席したう

えで開催し、取締役の職務執行を監督しました。また、取締役会は、執行役員を選任し、各
執行役員は、代表取締役社長の指揮、監督の下、各自の権限及び責任の範囲で、職務を執行
しました。

2. 法令遵守の状況
法令遵守を周知徹底するための社内研修を本年も実施しました。また、「内部通報者の保

護に関する規程」を制定し、内部通報者保護の徹底を図るために、その運用方法として「内
部通報制度」を外部の専門機関に委託する仕組みを導入しており、その運用状況について、
定期的に「リスク管理委員会」及び取締役会に報告しています。
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3. 内部監査の状況
当期の内部監査は、専任者３名による監査部が実施しました。当期の重点監査項目の設定

及びこれに基づいた内部監査計画書を策定し、期初に代表取締役社長の承認を受けたうえ
で、各部門への業務監査（重要テーマに基づく組織横断のテーマ別監査を含む）、経理部に
対する会計監査、また個人情報保護に関する監査を行い、フォローアップを実施しました。
監査の結果については監査調書及び内部監査報告書として取りまとめ、実施の都度、内部監
査報告書により代表取締役社長、取締役、監査役及び被監査部門に報告、通知しており、社
長とは定例報告会も毎月実施しました。また、監査部長は、半期に一度取締役会に出席し、
内部監査の計画や実施状況、結果の概要について報告を行いました。なお、監査を通じて検
出した不備や課題、対応中の事項については、改善指摘事項、観察事項及び注視事項に区分
し、完了予定を明確にしたうえで、月次フォローアップとしてその進捗状況を継続して確認
しています。

4. 監査役監査の状況
監査役は５名（うち独立社外監査役３名）で、常勤監査役は１名です。各監査役は、監査

役会で策定された監査役監査基準、監査方針、監査計画に基づき、取締役会、経営会議等の
重要な会議に出席するとともに、取締役会の意思決定及びその運営手続きについて監査し、
代表取締役をはじめとする各取締役や各部門の上席管理者への定期的な聴取や内部監査部門
からの監査報告により、各部門の業務執行状況を含め取締役の職務執行状況を監査していま
す。また、財務報告体制、会計処理、財務諸表等の適法性等の監査や会計監査人による定期
的な報告を受けることにより、会計監査を実施しています。
なお、監査役の職務を円滑に行うために、監査役室員（兼務者１名）が監査役の職務遂行

を補佐しています。

5. 反社会的勢力排除に対する取組みの状況
当社は、「反社会的勢力対応規程」の定めにより、反社会的勢力と関与せず、また、反社

会的勢力による被害を防止するために、次に掲げる基本原則を遵守して反社会的勢力に対応
しています。
（1）反社会的勢力の対応は、会社組織として行う。
（2）情報入手や共有のため、外部専門機関と連携する。
（3）業務上の取引を含め、一切の関係を遮断する。
（4）有事においては、民事と刑事の両面から法的対応を行う。
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（5）事業上あるいは当社役員及び社員の不祥事等を隠蔽するための裏取引や資金提供を行わ
ない。

代表取締役社長は、反社会的勢力の存在が当社並びに当社の役員及び社員に対するリスク
であると認識し、反社会的勢力に関する情報を集約し、対応を協議する体制を構築するた
め、反社会的勢力への対応は人事総務本部長が所管し統括し、人事総務本部長は、総務部長
を不当要求防止責任者に任命しております。
外部専門機関との連携による情報収集については、不当要求防止責任者を中心として、外

部専門機関である暴力追放運動推進センターの担当者或いは管轄の警察署の暴力担当課の担
当者等と平素より意思疎通を行い、有事の際に協力を求められる関係を構築するよう努め、
また、暴力追放運動推進センターが行っている各種セミナーや研修に参加することにより、
反社会的勢力への対応手段や不当要求に対する対応手順の最新情報を日常的に収集しており
ます。
適切な反社会的勢力への対応を周知徹底するための社内研修を実施しました。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(本事業報告中の記載数字は、金額、販売量及び件数については表示単位未満を切り捨て、比率
その他については四捨五入しております。）
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貸 借 対 照 表
(2025年６月30日現在)

(単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
工 具、 器 具 及 び 備 品
リ ー ス 資 産
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
電 話 加 入 権
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

10,460,943
6,431,303
1,685,113
128,248
15,073

1,774,228
416,423
10,551

8,229,661
1,336,246
271,255

466
822,258

8,027
84,394

149,842
4,154,192
3,843,663
306,722

3,806
2,739,223
1,260,056

24,680
131,772

1,044,581
278,132

流 動 負 債 8,417,575
買 掛 金 417,402
リ ー ス 債 務 2,597
未 払 金 416,609
未 払 費 用 189,613
未 払 法 人 税 等 759,366
前 受 金 5,734,274
預 り 金 157,615
賞 与 引 当 金 305,586
役 員 賞 与 引 当 金 34,470
そ の 他 400,040

固 定 負 債 797,647
リ ー ス 債 務 6,232
退 職 給 付 引 当 金 614,155
株 式 給 付 引 当 金 10,165
役 員 株 式 給 付 引 当 金 24,473
資 産 除 去 債 務 128,749
そ の 他 13,870

負 債 合 計 9,215,222
純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,008,068
資 本 金 843,750
資 本 剰 余 金 573,099
資 本 準 備 金 559,622
そ の 他 資 本 剰 余 金 13,477
利 益 剰 余 金 7,717,853
利 益 準 備 金 18,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,699,853
別 途 積 立 金 2,600,000
繰 越 利 益 剰 余 金 5,099,853

自 己 株 式 △126,634
評 価 ・ 換 算 差 額 等 467,314
その他有価証券評価差額金 467,314
純 資 産 合 計 9,475,383

資 産 合 計 18,690,605 負 債 純 資 産 合 計 18,690,605
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損 益 計 算 書
（2024

2025
年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで）

(単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 15,596,131
売 上 原 価 10,929,679
売 上 総 利 益 4,666,452

販売費及び一般管理費 2,818,084
営 業 利 益 1,848,368

営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,611
有 価 証 券 利 息 3,612
受 取 配 当 金 47,192
そ の 他 16,079 68,495

営 業 外 費 用
コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 5,236
為 替 差 損 3,364
支 払 補 償 費 11,735
そ の 他 6,028 26,365
経 常 利 益 1,890,498
税 引 前 当 期 純 利 益 1,890,498
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,088,401
法 人 税 等 調 整 額 △547,689 540,712
当 期 純 利 益 1,349,786
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株主資本等変動計算書
（2024

2025
年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで）

(単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
2024 年 ７ 月 １ 日 残 高 843,750 559,622 13,477 573,099
当事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額（純額）

当事業年度中の変動額合計 ― ― ― ―
2025 年 ６ 月 30 日 残 高 843,750 559,622 13,477 573,099

(単位：千円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

2024 年 ７ 月 １ 日 残 高 18,000 2,600,000 4,801,262 7,419,262
当事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △1,051,195 △1,051,195
当 期 純 利 益 1,349,786 1,349,786
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額（純額）

当事業年度中の変動額合計 ― ― 298,590 298,590
2025 年 ６ 月 30 日 残 高 18,000 2,600,000 5,099,853 7,717,853
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(単位：千円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

2024 年 ７ 月 １ 日 残 高 △126,570 8,709,542 513,296 513,296 9,222,838
当事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △1,051,195 △1,051,195
当 期 純 利 益 1,349,786 1,349,786
自 己 株 式 の 取 得 △64 △64 △64
株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額（純額） △45,981 △45,981 △45,981

当事業年度中の変動額合計 △64 298,526 △45,981 △45,981 252,544
2025 年 ６ 月 30 日 残 高 △126,634 9,008,068 467,314 467,314 9,475,383
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

関 連 会 社 株 式 移動平均法による原価法
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
そ の 他 有 価 証 券 市場価格のない

株式等以外のもの：
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない
株式等：

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・仕掛品・貯蔵品 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法）を採用しております。
2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)
定額法
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物 ８〜50年
構築物 10〜20年
工具、器具及び備品 ４〜15年

(2) 無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法によっております。また、販売目的の
ソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額又は当該ソ
フトウェアの残存有効期間（３年）に基づく定額法償却額のいずれ
か大きい額を計上する方法によっております。

(3) リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。
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3. 引当金の計上基準
(1) 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金 従業員の賞与金の支払に備えて、当事業年度に負担すべき支給見込
額を計上しております。

(3) 役 員 賞 与 引 当 金 役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当事業年度における支
給見込額に基づき計上しております。

(4) 退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末
までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ
ております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数（10年）による定額法により費用処理することとし
ています。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし
ています。

(5) 株 式 給 付 引 当 金 執行役員への当社株式の給付に備えるため、役員株式給付規程に基
づく当事業年度末における株式給付債務の見込額を計上しておりま
す。

(6) 役員株式給付引当金 役員への当社株式の給付に備えるため、役員株式給付規程に基づく
当事業年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
顧客との契約から生じる収益
当社は、以下の５ステップを適用することにより収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
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ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。

当社は、ソフトウェア開発、製品・商品、保守・サービスの販売を行っており、それぞれ以
下のとおり収益を認識しております。
収益は、顧客との契約に示されている対価に基づいて測定され、第三者のために回収する金

額は除きます。当社は、財又はサービスに対する支配を顧客に移転した時点で収益を認識して
おります。
履行義務の対価は、履行義務を充足してから主として1年以内に受領しており、重要な金融

要素を含んでおりません。

①ソフトウェア開発
ソフトウェア開発の提供を収益の源泉とする取引には、請負契約又は準委任契約によるシス

テム開発等があります。
請負契約による取引の一部については、一定の期間にわたり履行義務が充足されていくもの

と判断しており、原価比例法（期末日における見積総原価に対する累積実際発生原価の割合に
応じた金額）で収益を認識しております。顧客に請求する日よりも先に認識された収益は、契
約資産として認識しております。
準委任契約による取引については、契約期間にわたり概ね一定の役務を提供するため、時間

の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわたり顧客との
契約において約束された金額を按分し収益を認識しております。

②製品・商品
製品・商品販売を収益の源泉とする取引には、ハードウェア・ソフトウェア販売等がありま

す。
ハードウェア・ソフトウェア等の顧客への製品・商品引き渡し、検収の受領等、契約上の受

渡し条件を充足することで、履行義務が充足されるものと判断しており、当該時点で顧客との
契約において約束された金額で収益を認識しております。
ソフトウェア販売のうち、当社製セキュリティ対策製品の販売は、顧客への出荷と引き渡し

の時点に重要な相違はなく、出荷時点で顧客が当該製品に対する支配を獲得していることから
履行義務が充足されると判断し、出荷時点で収益を認識しております。
商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供

する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識
しております。
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③サービス
サービスを収益の源泉とする取引には、保守・サブスクリプション・クラウドサービス等が

あります。
このような取引は、日常的又は反復的なサービスであり、契約に基づき顧客にサービスが提

供される時間の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわ
たり顧客との契約において約束された金額を按分し収益を認識しております。ただし、金額が
重要ではない場合、保守・サービス開始月に一時の収益として認識しております。

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更
有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、従来、定率法（ただし、

1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得し
た建物附属設備及び構築物は定額法）を採用していましたが、当事業年度より減価償却方法を定
額法に変更しました。当社は、クラウドサービスの成長によるストックビジネスの拡大を進めて
います。クラウドサービス事業が拡大している中で、有形固定資産のうち、クラウドサービス事
業に係る有形固定資産の重要性が高まってきていることを契機に、有形固定資産全体の使用実態
を再検討しました。その結果、当社の有形固定資産は、使用期間にわたり安定的な稼働が見込ま
れることから、使用可能期間にわたり均等に費用配分を行うことが、使用実態をより適切に反映
できるとともに、収益と費用の対応の観点からも、当社の経営成績をより適切に反映できるもの
と判断し、当事業年度より有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法を定率法から定額
法へ変更することにしました。
これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ83,246千円増加しています。

追加情報
株式給付信託（BBT）
当社は、当社の取締役（社外取締役、非常勤取締役、国内非居住者及び他社より出向の取締役

を除く。）及び執行役員（国内非居住者及び他社より出向の執行役員を除く。）（以下、「取締役
等」という。）に対する株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以
下、「本制度」という。）を導入しています。

（１）取引の概要
本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定され

る信託を「本信託」という。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給
付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」
という。）が本信託を通じて給付される株式報酬制度です。
なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となりま

す。
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（２）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しています。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度末
99,825千円、98,200株、当事業年度末99,825千円、98,200株です。

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
該当事項はありません。

表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」

（前事業年度2,334千円）は金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

会計上の見積りに関する注記
記載すべき重要な事項はありません。

貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,678,420千円
2. 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 386,997千円
短期金銭債務 489,949千円

損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額
営業取引（収入分） 1,802,036千円
営業取引（支出分） 797,016千円
営業取引以外の取引（収入分） ー千円
営業取引以外の取引（支出分） 2,200千円

株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 26,340,000株
2. 当事業年度末の自己株式の種類及び総数

普通株式 158,342株
（注）当事業年度末の自己株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式98,200株が

含まれております。
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3. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2024年９月25日
定時株主総会 普通株式 656,997 25 2024年６月30日 2024年９月26日

2025年２月5日
取締役会 普通株式 394,197 15 2024年12月31日 2025年3月17日

（注)１．2024年9月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が
保有する当社株式に係る配当金2,455千円が含まれています。また１株当たり配当額
には、創立40周年記念配当10円が含まれています。

２．2025年２月5日取締役会決議による普通株式の配当金の総額には、株式給付信託
（BBT）が保有する当社株式に係る配当金1,473千円が含まれています。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当金のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議予定 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年９月24日
定時株主総会 普通株式 利益

剰余金 525,597 20 2025年６月30日 2025年９月25日

（注）配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に係る配当金1,964千円が
含まれています。

4. 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）
の目的となる株式の数
該当事項はありません。
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 42,813千円
商品評価損否認額 2,086千円
賞与引当金損金不算入額 89,955千円
前受金益金算入額 865,907千円
減価償却超過額 43,921千円
退職給付引当金損金不算入額 193,401千円
株式給付引当金損金不算入額 10,918千円
投資有価証券評価損否認額 17,497千円
資産除去債務 40,581千円
その他 43,635千円
小計 1,350,719千円
評価性引当額 △73,079千円
繰延税金資産合計 1,277,639千円
繰延税金負債との相殺 △233,058千円
繰延税金資産の純額 1,044,581千円

（繰延税金負債）
投資有価証券評価差額金 △215,095千円
資産除去債務に対応する除去費用 △17,962千円
繰延税金負債合計 △233,058千円
繰延税金資産との相殺 233,058千円
繰延税金負債の純額 ー千円

（注）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」(令和７年法律第13号)が2025年３月31日に国会で成立

したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行
われることになりました。これに伴い、2026年７月１日に開始する事業年度以降に解消が見込
まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％か
ら31.5％に変更し計算しております。この変更により、当事業年度の繰延税金資産(繰延税金負
債の金額を控除した金額)が18,043千円増加し、法人税等調整額が24,184千円、その他有価証
券評価差額金が6,141千円それぞれ減少しております。
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金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社は資金運用については、短期的な預金等を中心に一部の余剰資金は長期預金等で運用
を行っております。資金調達については銀行借入による方針であります。また、デリバティ
ブ取引については、リスクヘッジのために利用し、投機目的の取引については行わない方針
であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金には、顧客の信用リスクが存在します。
投資有価証券は、主に債券及び業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場価格の変

動リスク及び発行体の信用リスク等が存在します。
営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、１年以内に支払期日が到来するもの

であります。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は主に投資設備に係る資金調達で
あり、償還日は決算日後、最長で5年後であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
（ア）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

売掛金については、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先
の信用状況を定期的に把握することで、信用リスクを軽減しております。投資有価証
券のうち、満期保有目的の債券は格付の高い債券のみを対象とし、信用リスクを軽減
しております。

（イ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、満期保有目的の債券以外のものは、当社の事業
拡大を目的としたもので、主に業務上の関係を有する企業の株式への投資であり定期
的に時価や発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を
継続的に確認しております。

（ウ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
手許流動性については、財務経理担当部門で月次において将来一定期間の資金収支の
見込を作成するとともに、その見込との乖離を随時把握することで流動性リスクを管
理しております。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2025年６月30日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。
貸借対照表計上額

（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）投資有価証券
満期保有目的の債券 300,000 295,911 △4,088
その他有価証券 949,857 949,857 ―

資産計 1,249,857 1,245,769 △4,088
（1）リース債務 8,830 8,525 △305

負債計 8,830 8,525 △305

なお、「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人
税等」は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しており
ます。
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市場価格のない株式等の貸借対照表計上額
区分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 10,199
関係会社株式 24,680

上記については、「(1)投資有価証券」には含めておりません。

（注）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

区分 １年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 6,431,303 ― ― ―
売掛金 1,685,113 ― ― ―
投資有価証券
満期保有目的の債券 ― 300,000 ― ―

合計 8,116,417 300,000 ― ―

（注）リース債務の決算日後の返済予定額

区分 １年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

リース債務 2,597 1,591 1,591 1,591 1,458
合計 2,597 1,591 1,591 1,591 1,458
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3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに
時価を分類しております。

① 時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券 949,857 ― ― 949,857

資産計 949,857 ― ― 949,857

② 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

満期保有目的の債券 ― 295,911 ― 295,911

資産計 ― 295,911 ― 295,911

リース債務 ― 8,525 ― 8,525

負債計 ― 8,525 ― 8,525
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式、国債、地方債及び社債等は相場価格を用いて評価しております 。上場株式及び国

債は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方
で、当社が保有している社債等は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは
認められないため、その時価をレベル2の時価に分類しております。

リース債務 (１年内返済予定含む）
元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記
該当事項はありません。

収益認識に関する注記
(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報
主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）
売上高
ソフトウェア開発 5,707,754
当社製品 95,472
システムサービス 28,630
他社製品 497,345
保守 3,101,392
他社製品保守 800,228
サービス自社 3,900,074
サービス他社 1,465,233
合 計 15,596,131

収益認識の時期
一時点で移転される財及びサービス 3,301,142
一定期間にわたり移転される財及びサービス 12,294,989
合 計 15,596,131
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（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
個別注記表 重要な会計方針に係る事項に関する注記 「4 収益及び費用の計上基準」

に記載のとおりであります。

(3) 当事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当事業年度

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,624,845
契約資産（期末残高） 60,268
契約負債（期末残高） 5,734,274

契約資産は主に、システム開発における顧客との契約において進捗度に基づいて認識し
た収益にかかる未請求の対価に対する権利であります。契約資産は、顧客の検収時点で売上
債権へ振替えられます。
契約負債は主に、サービスにかかる顧客から受領した通常１年〜５年分の前受金に関連す

るものであります。契約負債は、計算書類上「前受金」に計上しており、収益の認識に伴い
取り崩されます。
当事業年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、

1,797,684千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のと

おりであります。
（単位：千円）

当事業年度
１年以内 8,697,158
１年超２年以内 5,145,964
２年超３年以内 3,210,355
３年超 3,257,787
合計 20,311,266
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持分法損益等に関する注記
関連会社に対する投資の金額 24,860千円
持分法を適用した場合の投資の金額 180,525千円
持分法を適用した場合の投資利益の金額 14,562千円

関連当事者との取引に関する注記
親会社及び主要株主（会社等に限る）等

(単位：千円）

種類 会社等の名称 議決権等の
所有(被所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 大日本印刷㈱ （被所有）
直接 50.77％

当社製品の販
売、 受 託 開
発、製品の仕
入

ソフトウェア
開発等
出向者負担金
収入
セキュリティ
製品の仕入等
カード印刷、
ハウジング料
等

1,731,251

11,874

194,697

193,719

売掛金

前受金

未収入金

前渡金

未払金

140,133

418,122

7,670

228,182

41,338
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

当社との関係を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

１株当たり情報に関する注記
1.１株当たり純資産額 361円91銭
2.１株当たり当期純利益 51円55銭

（注）当社は、株式給付信託（BBT）を導入しており、当該信託が保有する当社株式を１株当た
り純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、期末発行済株式総数及び期中平均株式数
の計算において控除する自己株式に含めています。
当事業年度において控除した当該自己株式の期末発行済株式総数は98,200株、期中平均
株式数は98,200株です。

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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その他の注記
資産除去債務関係
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
イ 当該資産除去債務の概要

本社の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は当該期間の国債の流通利回り0.00
％〜1.52％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

ハ 当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 97,192千円
見積りの変更による増加額 31,415千円
時の経過による調整額 141千円
期末残高 128,749千円

ニ 当該資産除去債務の金額の見積りの変更
当事業年度において、本社の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上してい
た資産除去債務について、原状回復費用の新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に
関して見積りの変更を行いました。
この見積りの変更による増加額31,415千円を変更前の資産除去債務残高に加算して
おります。
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2025年８月14日
株式会社インテリジェント ウェイブ

取 締 役 会 御 中
三優監査法人

東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 井 上 道 明

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 玉 井 信 彦

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社インテリジェント ウェイブの2024年７月１日から

2025年６月30日までの第42期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等

に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
強調事項
会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、有形固定資産（リース資産を

除く）の減価償却方法については、従来、定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用していたが、当事業年度より定額法に変更している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対

して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書

類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、

実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2024年７月１日から2025年６月30日までの第42期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査
役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、インターネット等を経由し

た手段も活用しながら、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の
業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取
締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている親会社との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事
項及び当該取引が当社利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、取締役会その他におけ
る審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項
については、会計監査人 三優監査法人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報
告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事
項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認
められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年８月14日
株式会社インテリジェント ウェイブ 監査役会

常勤監査役 松 田 剛 ㊞
監 査 役 小 路 朋 之 ㊞
社外監査役 竹 林 昇 ㊞
社外監査役 堀 江 正 之 ㊞
社外監査役 上 林 靖 史 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図
日 時 2025年９月24日（水曜日） 午前10時
会 場 ホテルイースト21東京 １階「イースト21ホール」

東京都江東区東陽六丁目３番３号
ＴＥＬ：03（5683）5683

＜交通のご案内＞
●地下鉄 ・東陽町駅［東京メトロ東西線］下車、徒歩約７分

東陽町駅１番出口（大手町寄り）より右手へお進みください。
・住吉駅［都営新宿線・東京メトロ半蔵門線］下車、
バス約10分［東22系統/東陽町駅前･東京駅丸の内北口行:豊住橋(ホテルイースト21東京)下車］。

●ＪＲ ・錦糸町駅［ＪＲ総武線］下車、
バス約15分［東22系統/東陽町駅前･東京駅丸の内北口行:豊住橋(ホテルイースト21東京)下車］。

●タクシー ・東京駅［ＪＲ山手線・各線・新幹線］より約15分
・錦糸町駅［ＪＲ総武線］より約10分
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